
【全体財務書類】
【様式第１号】

全体貸借対照表
（平成30年 3月31日現在）

（単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 48,769,950,659 固定負債 15,991,602,446 

有形固定資産 44,368,343,620 地方債等 15,147,549,528 

事業用資産 18,489,623,009 長期未払金 - 

土地 11,371,802,914 退職手当引当金 621,931,000 

立木竹 - 損失補償等引当金 - 

建物 17,286,958,377 その他 222,121,918 

建物減価償却累計額 △ 11,398,525,585 流動負債 1,374,963,434 

工作物 575,538,735 １年内償還予定地方債等 1,214,583,558 

工作物減価償却累計額 △ 316,651,858 未払金 5,734,022 

船舶 - 未払費用 - 

船舶減価償却累計額 - 前受金 - 

浮標等 - 前受収益 - 

浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 137,280,458 

航空機 - 預り金 13,841,175 

航空機減価償却累計額 - その他 3,524,221 

その他 - 17,366,565,880 

その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

建設仮勘定 970,500,426 固定資産等形成分 49,455,614,844 

インフラ資産 25,168,579,220 余剰分（不足分） △ 12,541,726,605 

土地 4,882,583,230 

建物 1,488,311,028 

建物減価償却累計額 △ 453,271,862 

工作物 45,152,184,122 

工作物減価償却累計額 △ 26,332,082,645 

その他 - 

その他減価償却累計額 - 

建設仮勘定 430,855,347 

物品 1,780,359,145 

物品減価償却累計額 △ 1,070,217,754 

無形固定資産 88,813,491 

ソフトウェア 88,093,603 

その他 719,888 

投資その他の資産 4,312,793,548 

投資及び出資金 87,249,000 

有価証券 - 

出資金 87,249,000 

その他 - 

投資損失引当金 - 

長期延滞債権 332,648,745 

長期貸付金 96,222,144 

基金 3,823,356,083 

減債基金 - 

その他 3,823,356,083 

その他 - 

徴収不能引当金 △ 26,682,424 

流動資産 5,495,937,260 

現金預金 1,778,720,621 

未収金 108,384,884 

短期貸付金 5,409,752 

基金 3,607,030,000 

財政調整基金 3,211,675,000 

減債基金 395,355,000 

棚卸資産 69,400 

その他 3,425,926 

徴収不能引当金 △ 7,103,323 

繰延資産 14,566,200 36,913,888,239 

54,280,454,119 54,280,454,119 

資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計
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【全体財務書類】 【様式第２号】

全体行政コスト計算書
自　平成29年 4月 1日
至　平成30年 3月31日

（単位：円）

金額

経常費用 16,042,163,216 

業務費用 6,087,099,788 

人件費 2,037,753,867 

職員給与費 1,794,117,325 

賞与等引当金繰入額 137,280,458 

退職手当引当金繰入額 - 

その他 106,356,084 

物件費等 3,741,423,068 

物件費 2,296,592,465 

維持補修費 71,408,895 

減価償却費 1,369,453,568 

その他 3,968,140 

その他の業務費用 307,922,853 

支払利息 125,939,815 

徴収不能引当金繰入額 17,083,707 

その他 164,899,331 

移転費用 9,955,063,428 

補助金等 3,028,286,867 

社会保障給付 5,995,210,921 

他会計への繰出金 927,659,000 

その他 3,906,640 

経常収益 525,354,891 

使用料及び手数料 336,847,863 

その他 188,507,028 

純経常行政コスト △ 15,516,808,325 

臨時損失 12,612,599 

災害復旧事業費 - 

資産除売却損 12,510,582 

投資損失引当金繰入額 - 

損失補償等引当金繰入額 - 

その他 102,017 

臨時利益 10,173,400 

資産売却益 10,173,400 

その他 - 

純行政コスト △ 15,519,247,524 

科目
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【全体財務書類】 【様式第３号】

全体純資産変動計算書
自　平成29年 4月 1日
至　平成30年 3月31日

（単位：円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 36,701,939,517 48,721,265,647 △ 12,019,326,130 

純行政コスト（△） △ 15,519,247,524 △ 15,519,247,524 

財源 15,653,665,424 15,653,665,424 

税収等 11,917,652,758 11,917,652,758 

国県等補助金 3,736,012,666 3,736,012,666 

本年度差額 134,417,900 134,417,900 

固定資産等の変動（内部変動） 656,818,375 △ 656,818,375 

有形固定資産等の増加 2,450,319,852 △ 2,450,319,852 

有形固定資産等の減少 △ 1,298,644,782 1,298,644,782 

貸付金・基金等の増加 162,179,715 △ 162,179,715 

貸付金・基金等の減少 △ 657,036,410 657,036,410 

資産評価差額 - - 

無償所管換等 77,530,822 77,530,822 

その他 - - - 

本年度純資産変動額 211,948,722 734,349,197 △ 522,400,475 

本年度末純資産残高 36,913,888,239 49,455,614,844 △ 12,541,726,605 

科目 合計
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【全体財務書類】 【様式第４号】

全体資金収支計算書
自　平成29年 4月 1日
至　平成30年 3月31日

（単位：円）

金額

【業務活動収支】
業務支出 14,640,256,669 

業務費用支出 4,685,182,891 
人件費支出 2,034,506,007 
物件費等支出 2,378,094,154 
支払利息支出 125,939,815 
その他の支出 146,642,915 

移転費用支出 9,955,073,778 
補助金等支出 3,028,286,867 
社会保障給付支出 5,995,221,271 
他会計への繰出支出 927,659,000 
その他の支出 3,906,640 

業務収入 15,955,160,517 
税収等収入 11,983,685,266 
国県等補助金収入 3,451,139,465 
使用料及び手数料収入 335,470,096 
その他の収入 184,865,690 

臨時支出 - 
災害復旧事業費支出 - 
その他の支出 - 

臨時収入 65,182,000 
業務活動収支 1,380,085,848 
【投資活動収支】

投資活動支出 2,585,069,196 
公共施設等整備費支出 2,390,671,052 
基金積立金支出 194,398,144 
投資及び出資金支出 - 
貸付金支出 - 
その他の支出 - 

投資活動収入 806,471,144 
国県等補助金収入 223,118,000 
基金取崩収入 507,698,308 
貸付金元金回収収入 - 
資産売却収入 53,427,168 
その他の収入 22,227,668 

投資活動収支 △ 1,778,598,052 
【財務活動収支】

財務活動支出 1,402,635,644 
地方債等償還支出 1,402,635,644 
その他の支出 - 

財務活動収入 2,248,770,000 
地方債等発行収入 2,248,770,000 
その他の収入 - 

財務活動収支 846,134,356 
本年度資金収支額 447,622,152 
前年度末資金残高 1,317,257,294 
本年度末資金残高 1,764,879,446 

前年度末歳計外現金残高 13,904,775 
本年度歳計外現金増減額 △ 63,600 
本年度末歳計外現金残高 13,841,175 
本年度末現金預金残高 1,778,720,621 

科目
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1　重要な会計方針

(1)　有形固定資産等の評価基準及び評価方法

(2)　有価証券等の評価基準及び評価方法

(3)　有形固定資産等の減価償却の方法

注　記

①　有形固定資産･･････････････････････････････取得原価
　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　ア　昭和59年度以前に取得したもの･････････････････････再調達原価
　　ただし、道路、河川及び水路の敷地においては備忘価額1円としています。
　イ　昭和60年度以後に取得したもの
　　取得原価が判明しているもの････････････････取得原価
　　取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価
　　　ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

②　無形固定資産･･････････････････････････････原則として取得原価
　　ただし、取得原価が不明なものは、再調達原価としています。

　公営企業会計については、公営企業会計基準に従い、有形固定資産等の評価を行っています。

①　満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法）
　
②　満期保有目的以外の有価証券
　ア　市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （売却原価は移動平均法により算定。）
　イ　市場価格のないもの･･････････････････････取得原価（又は償却原価法（定額法））
　
③　出資金
　ア　市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （売却原価は移動平均法により算定）
　イ　市場価格のないもの･･････････････････････出資金額

　公営企業会計については、公営企業会計基準に従い、有価証券等の評価を行っています。

①　有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　　　　建物　　 14年～50年
　　　　工作物　 10年～50年
　　　　物品 　　 2年～15年

②　無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
　（ソフトウェアについては、庁内における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）

③　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が1年以内のリース取引及び
　リース契約1件あたりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）
　　　･･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
　
　公営企業会計については、公営企業会計基準に従い、有形固定資産等の減価償却を行っています。
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(4)　引当金の計上基準及び算定方法

(5)　リース取引の処理方法

(6)　全体資金収支計算書における資金の範囲

(7)　採用した消費税等の会計処理

2　追加情報（財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項）

(1)　全体財務書類の対象会計について

会計名 区分 連結の方法 比例連結割合

国民健康保険特別会計 地方公営事業会計 全部連結 －

後期高齢者医療特別会計 地方公営事業会計 全部連結 －

介護保険特別会計 地方公営事業会計 全部連結 －

地域包括支援センター特別
会計

地方公営事業会計 全部連結 －

中央市上水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 －

連結の方法は次のとおりです。

　消費税等の会計処理は、税込方式によっています。
　ただし、公営企業会計については、税抜方式によっています。

　地方公営事業会計・地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。
　ただし、地方公営企業法の財務規定等が適用されていない地方公営企業会計のうち、当該規定等の適
用に向けた作業に着手しているもの（平成29年度までに着手かつ集中取組期間内に当該規定等を適用す
るものに限ります。）については、対象外としています。したがって、一般会計等における他会計への
繰出金等が内部相殺処理をしていません。

　現金（手許現金と要求払預金）及び現金同等物
　なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでい
ます。
　

①　徴収不能引当金
　　未収金については、過去5年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。
　　長期延滞債権及び長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率又は個別に回収可能性を
　検討し、徴収不能見込額を計上しています。
　　公営企業会計については、公営企業会計基準により計上しています。

②　退職手当引当金
　　期末自己都合要支給額を計上しています。

③　損失補償等引当金
　　履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する
　法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。

④　賞与等引当金
　　翌年度６月支給予定の期末手当、勤勉手当等及びそれらに係る法定福利費相当額の見込額につい
　て、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

①　ファイナンス・リース取引
　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

②　オペレーティング・リース取引
　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

　公営企業会計については、公営企業会計基準に従い、会計処理を行っています。

　　　　下水道事業特別会計　　　　企業債残高　7,202,500,969円
　　　　　　　　　　　　　　　　　他会計繰入金　668,001,000円

　　　　農業集落排水事業特別会計　企業債残高　1,025,763,656円
　　　　　　　　　　　　　　　　　他会計繰入金　211,171,000円

　　　　簡易水道事業特別会計　　　企業債残高　1,200,243,353円
　　　　　　　　　　　　　　　　　他会計繰入金　 48,487,000円
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(2)　出納整理期間について

　地方自治法第235条の5に基づき、出納整理期間を設けられている会計においては、出納整理期間にお
ける現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。
　なお、出納整理期間を設けていない会計と出納整理期間を設けている会計との間で、出納整理期間に
現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。
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